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貸 借 対 照 表 

                                      （2023 年 4 月 30 日現在）                         （単位：千円） 

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

流動資産 507,871 流動負債 376,274 

現金及び預金 396,769 未払金 32,039 

売掛金 1,238 未払費用 953 

求償債権 56,106 前受金 264,868 

前払費用 53,431 仮受金 42,429 

その他 325 未払法人税等 5,915 

固定資産 38,099 保証履行引当金 30,004 

有形固定資産 224 その他 63 

工具、器具及び備品 224 負債合計 376,274 

無形固定資産 1,960 純資産の部 

ソフトウェア 1,960 株主資本 169,696 

投資その他の資産 35,914 資本金 100,000 

敷金保証金 24 資本剰余金 － 

繰延税金資産 22,701 利益剰余金 69,696 

その他 13,189 その他利益剰余金 69,696 

   繰越利益剰余金 69,696 

  純資産合計 169,696 

資産合計 545,970 負債及び純資産合計 545,970 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



損 益 計 算 書 

(
   2022 年 5 月 1日から 

)    2023 年 4 月 30 日まで 

    （単位：千円） 

科目 金額 

売上高  456,313 

売上原価  177,144 

  売上総利益  279,168 

販売費及び一般管理費  275,727 

  営業利益  3,440 

営業外収益   

  受取手数料 720  

  保険解約返戻金 18,687  

  雑収入 228  

  その他 4 19,641 

営業外費用   

  雑損失 17 17 

  経常利益  23,065 

 税引前当期純損失  23,065 

法人税、住民税及び事業税 9,773  

 法人税等調整額 12,577 22,351 

 当期純利益  713 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

  ( 
2022 年 5 月 1 日から 

 ) 2023 年 4 月 30 日まで 

           （単位：千円） 

 

株主資本 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金  利益剰余金 

株主資本 

合計 資本準備金 

その他 

資本剰余金 

資本剰余金

合計 

その他利益 

剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 100,000 － － － 68,983 68,983 168,983 168,983

当期変動額 

当期純利益   713 713 713 713 

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）      

当期変動額合計 － － － － 713 713 713 713 

当期末残高 100,000 － － － 69,696 69,696 169,696 169,696 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

工具、器具及び備品 ： 20 年 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  自社利用のソフトウェア：5 年 

 

(2) 引当金の計上基準 

① 保証履行引当金    保証債務の保証履行に備えるため、当事業年度末における将来の損失発生見込

額を計上しております。 

② 求償債権引当金    求償債権の貸倒れによる損失に備えるため、当事業年度末における将来の損失

発生見込額を計上しております。 

 

(3) 重要な収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通

常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

当社は家賃保証サービスを展開しております。家賃保証サービにおける主な履行義務の内容は、顧客が取得した各債権

に対する保証であります。保証には保証期間が設けられており、当該期間において充足される履行義務であることから、

保証期間で按分して収益を認識しております。 

 

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項 

 グループ通算制度の適用  グループ通算制度を適用しています。 

 

２．会計方針の変更 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を

当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019

年７月４日）第 44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわた

って適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。 

 



 

３.重要な会計上の見積りに関する注記 

(1) 求償債権に対する求償債権引当金の見積り計上 

①資産から直接控除した求償債権引当金 

求償債権      68,835 千円 

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

 求償債権のうち、回収不能となる兆候が個別に見られない求償債権については、遅延債権等として、

過去一定期間における未回収実績に基づき算出した回収不能見込額を求償債権引当金として計上してお

ります。 

 回収不能となる兆候が見られる求償債権については、貸倒懸念債権等特定の債権として、個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を求償債権引当金として計上しております。 

 見積もられた求償債権引当金については、今後の経済環境の変化等を評価した結果、追加で計上する

必要があると判断する場合があります。 

 

(2) 保証履行引当金の見積り計上 

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

保証履行引当金    30,004 千円 

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

 保証債務の保証履行に備えるため、保証契約先に対する保証枠の金額から保険による補填見込額を差

し引いたリスク残高に対し、過去一定期間における履行及び未回収実績に基づき計算された保証履行引

当率を乗じて算出した損失発生見込額を保証履行引当金として計上しております 

 保証履行引当率は、保証債務の種別ごとに算定しております。保険による補填見込額は、保険会社と

の契約条件に基づき、保証先ごとに補填見込額を算定しております。 

 見積もられた、保証履行引当金については、今後の経済環境の変化等を評価した結果、追加で計上す

る必要があると判断する場合があります。 

  



 

４．貸借対照表に関する注記 

(1) 資産から直接控除した求償債権引当金      68,835 千円 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額           395 千円 

 

(3) 保証債務  

   当社は営業活動として保証契約先から支払家賃の保証の引受を行っており、下記保証債務残高は

当社が提供している保証枠の金額を記載しております。 

    保証債務残高         64,976,737 千円 

保証履行引当金          △30,004 千円 

保証債務残高(純額)      64,946,733 千円 

 

(4) 関係会社に対する金銭債権債務  

短期金銭債務           16,504 千円 

 

５．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

   販売費及び一般管理費       36,000 千円 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 4,900 株 

  



 

７．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

繰越欠損金 16,082 千円 

貸倒引当金 7,733 千円 

保証履行引当金 10,378 千円 

減価償却超過額 62 千円 

未払事業税等 622 千円 

未払費用否認 26 千円 

繰延税金資産 小計 34,905 千円 

評価性引当額 △11,850 千円 

繰延税金資産 合計 23,054 千円 

繰延税金負債   

その他 353 千円 

繰延税金負債 合計 353 千円 

繰延税金資産の純額 22,701 千円 

 

(2) 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場

合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021 年８月 12 日）に従って、法人税及び

地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

 

  



 

８．関連当事者との取引に係る注記 

親会社及び法人主要株主等                                   （単位：千円） 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 

株式会社 

ラクーンホー

ルディングス 

被所有 

 直接 100％ 

役員の兼任 

経営管理等 

債務保証 

経営指導料の支払

（注１） 
36,000 ― ― 

出向者人件費の支

払（注２） 
160,270 未払金 12,802 

親会社の銀行借入

に対する債務保証

（注３） 

3,220,000 ― ― 

グループ通算 

税効果額（注４） 
3,701 未払金 3,701 

（注）１．経営指導料の支払いに関しては、毎期交渉の上決定しております。 

２．当社の人件費は親会社である株式会社ラクーンホールディングスが立替えております。これらの未払金残高

は、期末時点における人権費の未精算金額であります。 

３．親会社である株式会社ラクーンホールディングスの銀行借入に対して債務保証を行っております。なお、取

引金額には、保証額の期末残高を記載しております。 

４．グループ通算税制に伴う通算税効果額の支払予定額。 

 

９．収益認識に関する注記 

  当社の収益は収益認識会計基準の適用範囲外（収益認識会計基準第３項）である企業会計基準第 10 号「金融商品

に関する会計基準」に基づく家賃保証サービスから生じる収益のみであるため、記載を省略しております。 

 

１０．1 株当たり情報に関する注記 

   ①1 株当たり純資産額            34,631 円 93 銭 

   ②1 株当たり当期純利益              145 円 59 銭 


